
川　内　川　水　害　に　強　い　地　域　づ　く　り

ア　ク　シ　ョ　ン　プ　ロ　グ　ラ　ム　（　案　）
（ 第 ４ 回 幹 事 会 で 検 討 施 策 ）

平　成　２０　年　１１　月　１１　日

１２月 ２月 ４月 ６月 ８月 10月 1２月 ２月

1 洪水ハザードマップの作成支援

2 避難計画・施策の再検討

3 災害時要援護者の避難対策の立案

4 水害時住民行動マニュアルの作成

5 地域孤立化防止対策の検討 ◎

6 水害危険性の認識向上・防災用語等の習得

7 浸水地区の土地利用規制等の検討 ◎

8 浸水に強い建築構造導入の検討 ◎

9
河川沿川における従前の
遊水機能確保に関する対策の検討

◎

10 わかりやすく精度の高い情報提供

11 地区コミュニティの活用

12 水防情報の一元化

13
避難準備情報・勧告・指示の
発令基準の再検討

14 収集情報の発令判断への活用

15 水防資機材の備蓄・効率的活用

16 重要水防箇所の情報提供

17
ボランティアの受け入れ体制、
業界団体との協力体制の確立

18
消防団等との連携による
各家庭での浸水軽減活動

検討事項

アクションプログラム（案）
作成のスケジュール

基本方針 番号 具体的施策
平成19年度 H20年度

避難計画の
充実

水害の危険性に
関する認識向上

水防・救助体制の
強化

洪水時の
情報提供・
伝達機能の

向上

避難準備情報・勧
告・指示発令の迅

速化



H18.7以前
（水害以前）

H20.10末
（現在）

H20年度 H21年度 H22年度 激特終了後

薩摩川内市 -

さつま町

旧大口市 - ○

旧菱刈町 -

湧水町 -

えびの市 -

薩摩川内市

さつま町

旧大口市 - -

旧菱刈町 - -

湧水町 -

えびの市 - -

薩摩川内市

さつま町

旧大口市 -

旧菱刈町 -

湧水町 -

えびの市 -

鹿児島県

宮崎県

注1）H20.3末に行ったヒアリング結果をH20.10末情報に更新

注2） ：プログラムが機能する段階にあるもの、もしくは、既に機能しているもの ：継続による効果増を期待するもの

：実施に向けて前向きに準備をしているもの、実施前提で準備しているもの ：実施可能性を探っているもの

孤立地域なし

孤立地域なし

・危機管理道路網図（案）を作成し孤立
地域状況を把握する。

・〈14〉孤立化を防ぐための避難経路の
連続性確保、伝達手段確保　と併せて
検討を進め、孤立する地域の支援体制
を確立する。

4－参考資料－1

4－参考資料－2,3

・不足量に対して、市町・県・国の互助に
より備蓄量を充実させる。

-

施策
番号

【アクションプログラム（案）進捗管理表】

対応策（案） 備　　　考

5

地
域
孤
立
化
防
止
対
策
の
検
討

実施年・実施予定年注1）　　　【-：未実施】

・役場や病院等の重要施設が孤立す
る恐れがある地区（浸水想定区域内
に立地）を孤立地区と定義する。

具体的
施策名

実施に当たっての留意点と考え方、
特筆すべき事項

孤立地域なし

孤立化地域の水防資機材の備
蓄

流域市町名アクションプログラム（案）
プロ

グラム
番号

〈14〉
孤立化を防ぐための避難経路の
連続性確保、伝達手段確保

・必要な備蓄量を設定し、これを目標
とした着実な備蓄が必要である。

水害により孤立化が想定される
地域の抽出

〈12〉

〈13〉

・市町域内だけでなく、流域全体の視
点から広域の避難経路の連続性確
保、伝達手段確保について対策実施
することが孤立地域の防止に有効で
ある。

①危機管理道路網図（案）をベースに７・
２２水害時に孤立した区域を整理する。
窪地の解消等局所的整備により避難経
路を確保できる場合は道路強化等の
ハード対策を実施する。

②役場や病院等の重要施設が孤立しな
いように伝達手段を確保する。

③上記２手段により孤立化が防げない
場合は、ボートやヘリコプターの利用を
検討する。

抽出済み

抽出済み

抽出済み

抽出済み

備蓄完了

備蓄完了

備蓄予定

備蓄予定

確保済み

伝達手段
確保済み

確保支援

孤立化集落対策マニュアル作成

衛星携帯電話整備補助

確保支援

抽出済み

一部備蓄完了

確認済み

備蓄強化

確保済み

被災形態・規模ごとに確認済み

整備予定

吉松ＰＡとの接続

伝達手段
確保済み
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H18.7以前
（水害以前）

H20.10末
（現在）

H20年度 H21年度 H22年度 激特終了後

薩摩川内市 - - - -

さつま町 - - - -

旧大口市 - - - - -

旧菱刈町 - - - - -

湧水町 - - - - -

えびの市 -

薩摩川内市 - - - -

さつま町 - - - -

旧大口市 - - - - -

旧菱刈町 - - - - -

湧水町 - - - - -

えびの市 -

薩摩川内市 - - - -

さつま町 - - - -

旧大口市 - - - - -

旧菱刈町 - - - - -

湧水町 - - - - -

えびの市

注1）H20.3末に行ったヒアリング結果をH20.10末情報に更新

注2） ：プログラムが機能する段階にあるもの、もしくは、既に機能しているもの ：継続による効果増を期待するもの

：実施に向けて前向きに準備をしているもの、実施前提で準備しているもの ：実施可能性を探っているもの

対応策（案）

・災害危険区域に関する条例を制定す
る場合は、えびの市の事例を参考に浸
水に強い建築構造に関する規定を記載
する。

・災害危険区域設定されていない地域
についても浸水の恐れがある区域につ
いては、上記規定を参考に浸水に強い
建築構造導入を沿川住民に啓発する。

・当面、治水対策が行われていない箇
所について、災害危険区域に関する条
例を制定する場合は、えびの市の事例
を参考に実施する。

7

8

9

【アクションプログラム（案）進捗管理表】

施策
番号

具体的
施策名

アクションプログラム（案） 流域市町名

実施年・実施予定年注1）　　　【-：未実施】

浸水に強い建築構造導入の検
討

浸
水
地
区
の
土
地
利
用
規
制
等
の
検

討

浸
水
に
強
い
建
築
構
造
導
入
の
検
討
河
川
沿
川
に
お
け
る
従
前
の
遊
水
機

能
の
確
保
に
関
す
る
対
策
の
検
討

・えびの市の災害危険区域に関する
条例の中で、災害防止上有効な措置
を講ずる建築物等の建築条件が挙
げられている。

プロ
グラム
番号

4－参考資料－4

〈19〉
遊水機能の確保が望ましい区域
の確保・維持

・えびの市の災害危険区域の設定に
あたり、輪中堤構築と宅地嵩上げ
が、はん濫を許容しながら住家を洪
水から守る効果的、かつ、効率的な
治水対策と謳われている。このよう
に、宅地嵩上げや輪中堤も従前の遊
水機能を確保・維持する手段として
有効である。

・従前の遊水機能を確保・維持しつつ、
治水効果を得たい場合、災害危険区域
の設定を検討する。

4－参考資料－4

〈18〉

4－参考資料－4〈17〉
治水対策方針を反映した土地利
用への誘導

・えびの市の災害危険区域に関する
条例の中で建築制限が行われてい
る。

実施に当たっての留意点と考え方、
特筆すべき事項

備　　　考

誘導完了

確保予定

確保予定

実施予定

実施予定

実施予定

実施予定

実施予定

検討予定

検討予定

検討予定

確保済み

検討予定

検討予定

導入完了

確保予定

確保予定

確保予定
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アクションプログラム成果

　　　『⑤　地域孤立化防止対策の検討（１）』

＜１２＞水害により孤立化が想定される地域の抽出 孤立地域の定義：浸水により徒歩または車による移動が困難となり、役場や病院等、あるいは、災害時要援護者施設が孤立する恐れのある地域を孤立地域とする

番号 地域名

1 亀山地区

2 可愛地区

3 川内地区

4 平佐西地区

5 峰山地区

6 育英地区

7 斧渕地区

8 平佐東地区

さ
つ
ま
町

1 該当地区なし ー ー ー

1 井手原・西本町・西水流地区

2 子ども発達支援センター

3 曽木地区

4 本城地区

1 中津川地区 災害対策本部及び福祉部局・教育委員会等から連絡手段確保済み 水防倉庫に備蓄済み

2 北方地区 災害対策本部及び福祉部局等から連絡手段確保済み 近隣の水防倉庫に備蓄済み

3 西下場・東中下場地区 災害対策本部及び福祉部局・教育委員会等から連絡手段確保済み 水防倉庫に備蓄済み

え
び
の
市

1 向江地区 確保されていない 災害対策本部及び福祉部局・教育委員会等から連絡手段確保済み 水防倉庫に備蓄済み

注）避難経路の連続性の確保策、伝達手段確保策、水防資機材の備蓄のいずれかで孤立化防止を図ると考える

孤立化が想定される地域
避難経路の連続性の確保策 伝達手段確保策 水防資機材の備蓄

薩
摩
川
内
市

市町名

伊
佐
市

湧
水
町

確保されていない

災害対策本部及び福祉部局等から連絡手段確保済み

水防倉庫に備蓄済み

確保されていない 社協・医師会・教育委員会等所管部局から連絡手段確保済み 水防倉庫に備蓄済み

確保されていない

近隣の水防倉庫に備蓄済み

4-参考資料-1



アクションプログラム成果

　　　『⑤　地域孤立化防止対策の検討（２）』

＜１４＞孤立化を防ぐための避難経路の連続性確保、伝達手段確保

水害時には沿川区域が混乱状態に陥る中、浸水区域外、あるいは、流域外からの避難支援活動を導く広域的な経路を確保することによる孤立
防止対策効果が大きいと考えられる。川内川水系では、現在、下図のような「川内川水系危機管理道路網（案）」を把握し、その連続性確保のた
めに川内川流域内での通行状況情報共有を目指し、調整中である。

　
　　水害時の救援物資や水防資材の緊急輸送経路確保
　　地域孤立化対策のための避難経路確保
　　災害支援活動のための道路確保

目　　　的

　
　　災害時通行可能道路の把握 (関係機関との共通認識)
　　道路の強化及び緊急防災インターチェンジの検討

今後の展開

川内川水系危機管理道路網（案） 上流地区

H18.7.22出水による通行止め箇所

4-参考資料-2



アクションプログラム成果

　　　『⑤　地域孤立化防止対策の検討（３）』

川内川水系危機管理道路網（案）下流地区

H18.7.22出水による通行止め箇所
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【えびの市災害危険区域に関する条例】 【稲荷川河川激甚災害対策特別緊急事業】（えびの市）

【えびの市災害危険区域に関する条例施行規則】

アクションプログラム成果

　　　『⑦　浸水地区の土地利用規制等の検討　』『⑧　浸水に強い建築構造導入の検討』
『⑨　河川沿川における従前の遊水機能の確保に関する対策の検討

＜１７＞治水対策方針を反映した土地利用への誘導 ＜１８＞浸水に強い建築構造導入の検討

＜１９＞遊水機能の確保が望ましい区域の確保維持

えびの市では、災害危険区域に関す
る条例第３条において、河川の出水等
による危険の著しい区域に対して、土
地利用規制を行うとともに、水害防止
上有効な措置を講ずる建築物につい
ては、この規制適用外としている。

建築構造に関する条件

輪中堤、宅地嵩上げ共に従前の遊水機能を確保しながら特定地域の浸水被害を守るための対策であり、えびの市の稲荷川河川激甚災
害対策特別緊急事業は、この点で遊水機能の保全が図られている。

4-参考資料-4


